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令和 2 年度事業実績報告 

（令和 2 年 4 月 1 日～令和 3 年 3 月 31 日） 

 

令和 2 年度事業計画に則り、介護老人保健施設がケアの質の向上をはかり、地域の社会資源としての

役割を果たしていくことができるよう、各種事業を実施したほか、令和 3 年度介護報酬改定に向けて、

各種調査研究事業等の実施、迅速・適確な情報伝達を展開し、その成果について広報活動を行った。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のために、全国大会、研修会の中止が余儀なくされたが、資

格要件に係る研修会、会議等は WEB を活用して実施した。また、新型コロナウイルス感染症の対応を厚

生労働省等と連携して行った他、感染が発生した会員施設にマスク等の衛生材料を配付した。 

当期中における主要事業の概要は、以下のとおりである。なお、事業詳細は、機関誌『老健』におい

て「協会の活動」及び「芝公園だより」等に掲載した。 

 

1 会議 

(1) 社員総会 

定款の規定に基づき定時社員総会を 1 回、臨時社員総会を 1 回開催し、付議された案件を審議、可

決承認した。議決案件等の概要は次のとおりである。 

① 第 9 回定時社員総会 

・開催の日時    令和 2 年 6 月 26 日（金）13：30～14：00 

東京都港区芝公園 2-6-15 黒龍芝公園ビル 6階 

公益社団法人全国老人保健施設協会 会議室 

・社員数 100 名 

・出席社員 4 名 合計 100 名 

・書面による議決権行使社員 96 名 

・議決案件等 

第 1 号議案 令和元年度事業報告案について 

第 2 号議案 令和元年度決算報告案について 

第 3 号議案 次期（第 6 期）役員選任について 

報 告 事 項 (1) 全国大会について 

(2) 令和 2 年 5 月 31 日現在加入状況について 

(3) 代議員・予備代議員、支部及びブロック一覧について 

② 第 1 回臨時社員総会 

・開催の日時 令和 3 年 3 月 12 日（金）16：00～18：00 

東京都港区芝公園 3-3-1 

東京プリンスホテル「鳳凰の間 東」 

※来場出来なかった社員に YouTube ライブ配信を実施 

・社員数                     100 名 

・出席社員                    25 名 合計 100 名 

・書面による議決権行使社員    74 名 

・欠席社員数          1 名 
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・議決案件等 

第 1 号議案 令和 3 年度事業計画案について 

第 2 号議案 令和 3 年度収支予算案について 

第 3 号議案 令和 2 年度事業計画の一部変更案について 

第 4 号議案 令和 2 年度収支補正予算案について 

第 5 号議案 名誉会員の推薦について 

報 告 事 項 (1) 審議会報告等について 

(2) 全国大会について 

(3) 令和 3 年 1 月 31 日現在加入状況について 

(4) 代議員・予備代議員、支部及びブロック一覧について 

             

 (2) 理事会 

定款の規定に基づき定例理事会を 2 回、臨時理事会を 3 回開催し、社員総会に付議すべき事項等

について審議、可決承認した。審議案件の概要は次のとおりである。 

① 第 1 回定例理事会  ※決議の省略の方法による 

・理事会の決議があったものとみなされた日 

令和 2 年 6 月 5 日（金） 

・理事総数 26 名 

・監事総数 2 名 

・理事会の決議があったものとみなされた事項の内容 

第 1 号議案 令和元年度事業報告案について 

第 2 号議案 令和元年度決算報告案について 

第 3 号議案 第 9 回定時社員総会の開催について 

第 4 号議案 次期(第 6 期)役員選任について 

第 5 号議案 事務局長の採用について 

第 6 号議案 新規入会申込者(令和 2 年 2 月 1 日～令和 2 年 4 月 30 日)について 

第 7 号議案  会員変更申請者(令和 2 年 2 月 1 日～令和 2 年 4 月 30 日)について 

② 第 1 回臨時理事会  ※決議の省略の方法による 

・理事会の決議があったものとみなされた日 

令和 2 年 6 月 26 日（金） 

・理事総数 25 名 

・監事総数 2 名 

・理事会の決議があったものとみなされた事項の内容 

第 1 号議案 会長の選定について 

第 2 号議案 副会長、常務理事等の選定について 

第 3 号議案 顧問、参与の承認について 

③ 第 2 回臨時理事会  ※決議の省略の方法による 

・理事会の決議があったものとみなされた日 

令和 2 年 8 月 14 日（金） 

・理事総数 25 名 
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・監事総数 2 名 

・議決案件等 

第 1 号議案 顧問、参与の承認について 

第 2 号議案 委員会の設置及び委員の承認について 

④ 第 3 回臨時理事会 

・開催の日時      令和 2 年 12 月 11 日（金）16:00～18:00 

 東京都港区芝公園 2-5-20 

ホテルメルパルク東京 6 階「ラ・ルミエール」 

・理事の現在数 25 名 

・出席者数 22 名（うち、オンラインによる出席 13 名） 

・議決案件等 

第 1 号議案 令和 2 年度事業計画の一部変更案について 

第 2 号議案 令和 2 年度収支補正予算案について 

第 3 号議案 全国大会について 

第 4 号議案 諸規程の一部改正について 

第 5 号議案 名誉会員の推薦について 

第 6 号議案 新規入会申込者(令和 2 年 5 月 1 日～令和 2 年 11 月 30 日)について 

第 7 号議案 会員変更申請者(令和 2 年 5 月 1 日～令和 2 年 11 月 30 日)について 

報 告 事 項  (1) 業務報告について 

              (2) 退会者について 

       (3) 令和 2 年 11 月 30 日現在加入状況について 

(4) 代議員・予備代議員、支部及びブロック一覧について 

⑤ 第 2 回定例理事会 

・開催の日時      令和 3 年 2 月 12 日（金）16:00～18:00 

 東京都港区芝公園 2-5-20 

ホテルメルパルク東京 3 階「牡丹」 

・理事の現在数 25 名 

・出席者数 24 名（うち、オンラインによる出席 15 名） 

・議決案件等 

第 1 号議案 令和 3 年度事業計画案について 

第 2 号議案 令和 3 年度収支予算案について 

第 3 号議案 社員総会の開催について 

第 4 号議案  諸規程の一部改正について 

第 5 号議案  新規入会申込者(令和 2 年 12 月 1 日～令和 3 年 1 月 31 日)について 

第 6 号議案  会員変更申請者(令和 2 年 12 月 1 日～令和 3 年 1 月 31 日)について 

承 認 案 件    実地研修指定施設について 

報 告 事 項  (1) 業務報告について 

              (2) 退会者について 

       (3) 令和 3 年 1 月 31 日現在加入状況 

(4) 代議員・予備代議員、支部及びブロック一覧について 
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  (3) 支部長会及び支部事務担当者会 

年度中に 1 回開催し、事業実施状況の説明を行ったほか、各支部からの要望事項等、意見交換を行

った。 

(4) 正副会長会 

年度中に 21 回開催し、令和 3 年度介護報酬改定に向けての対応、新規事業等、当協会事業の細目に

関する事項について検討を行った。 

(5) 常務理事会 

年度中に 12 回開催し、各委員会活動の内容の協議、令和 3 年度介護報酬改定に向けての対応等、そ

の他事業計画の執行について検討を行った。 

 

2 大会事業 

第 31 回全国介護老人保健施設大会 宮城は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、開催中止

となった。 

なお、代替事業として、「COVID-19 対応セミナー ～老健での COVID-19 発生事例から学ぶ～」を

企画し、令和 2 年 12 月 22 日（火）から令和 3 年 3 月 31 日（水）までホームページ上で無料公開した。 

 

3 教育事業 

老健施設におけるサービスの質の維持・向上を図り、利用者及びその家族に良質なサービスを提供す

ることを目的とした各種研修事業等を計画したが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、一部

を除き開催を中止した。 

（1） 職員基礎研修事業 

新型コロナウイルス感染症 感染拡大防止のため、開催を中止した。 

（2）実地研修事業 

実技修得を目的として、A コース（基礎実技修得コース）は原則として老健施設勤務 1 年以上の職員

を、B コース（専門実技修得コース）は原則として老健施設勤務 2 年以上の職員を対象に研修を実施し

た。 

コース 施設/コース数 回数 受講者数 

Ａコース（基礎実技修得コース） 15 5 28名 

Ｂコース（専門実技修得コース） 19 9 28名 

計 34 14 56名 

※ 「施設/コース数」：募集が行われた施設の数（同一施設が複数の専門分野でコース設定してい

る場合は、専門分野のコースをカウントしている） 

※「回数」：中止等を除き、参加申し込みがあり実施されたコースの数。 

（3）管理者（職）研修事業 

新型コロナウイルス感染症 感染拡大防止のため、開催を中止した。 

（4）中堅職員研修事業 

新型コロナウイルス感染症 感染拡大防止のため、開催を中止した。 

（5） ケアマネジメント研修事業 

新型コロナウイルス感染症 感染拡大防止のため、開催を中止した。 

（6） リハビリテーション研修事業 

新型コロナウイルス感染症 感染拡大防止のため、開催を中止した。 
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（7） 医師研修事業 

新型コロナウイルス感染症 感染拡大防止のため、開催を中止した。 

（8）管理医師総合診療研修事業 

老健施設の管理医師として必要な医学管理の知識等を修得するとともに、「所定疾患施設療養費 II」

の算定要件となる「感染症対策に関する研修」の基準を満たす研修として、一般社団法人日本老年医学

会と共催（協力：国立研究開発法人国立長寿医療研究センター）で、オンライン形式により実施した。 

なお、カリキュラムの一部であるグループワークは、令和 3 年度中の実施を予定している。 

方法 視聴可能期間 受講者数 

オンライン 2021年 1月 25日(月)～2月 28日(日) 335名 

※ 診療報酬上の「総合評価加算」の要件の研修としても実施 

（9）認知症ケア研修事業 

「認知症短期集中リハビリテーション実施加算」の算定要件ならびに「認知症患者リハビリテーショ

ン料」の施設基準となる「認知症に対するリハビリテーションに関する専門的な研修」を、公益社団法

人日本医師会との共催、国立研究開発法人国立長寿医療研究センターの協力により、医師を対象にオン

ライン形式により実施した。 

方法 視聴可能期間 受講者数 

オンライン 2020年 9月 23日(水)～11月 30日(月) 541名 

（10）看護職員研修事業 

新型コロナウイルス感染症 感染拡大防止のため、開催を中止した。 

（11）通所リハビリテーション研修事業 

新型コロナウイルス感染症 感染拡大防止のため、開催を中止した。 

（12）看取り研修事業 

新型コロナウイルス感染症 感染拡大防止のため、開催を中止した。 

（13）生活行為向上リハビリテーション研修事業 

新型コロナウイルス感染症 感染拡大防止のため、開催を中止した。 

（14）老健施設経営セミナー事業 

独立行政法人福祉医療機構との共催により「介護老人保健施設経営セミナー」をオンライン形式によ

り実施した。 

方法 視聴可能期間 受講者数 

オンライン 2020年 11月 13日(金)～ 2021年 3月 26日（金） 254名 

 

4 制度対策事業 

令和 3 年度介護報酬改定や介護保険制度改正の対応として以下の事業を行った。 

(1) 関連情報の提供等 

老健施設に関する通知・通達類をはじめ、社会保障審議会（厚生労働省）資料、全国介護保険担当課

長会議（厚生労働省）資料、「介護保険最新情報」等を、役員、支部長、代議員、各都道府県支部及び

会員施設あてに、ホームページ、メールマガジン、FAX ニュース、機関誌『老健』等の媒体を通じて

周知を図った。 

特に、社会保障審議会介護給付費分科会・介護保険部会の審議概要をはじめ、令和 3 年度介護報酬

改定等について、随時 会員専用サイト、FAX ニュースとメールマガジンの速報等で情報提供を行った。 

また、令和 3 年度介護報酬改定の概要について情報提供をする目的で、「令和 3 年度介護報酬改定
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（概要）説明会」と「令和 3 年度介護報酬改定（詳細）説明会」を WEB において開催し、その説明会

の動画と資料を会員専用サイトに掲載して周知を図った。併せて、長野県支部、兵庫県支部からの要請

を受け、介護報酬改定に関する説明会等の講師派遣を行った。 

なお、ICT を用いた情報提供については、7 広報出版事業(3)(4)(5)(6)、8 ICT 関連事業において報

告のとおりである。 

(2) 関係資料の発行 

令和 3 年度介護報酬改定の関係資料を冊子にまとめ、会員施設に配布等を行った。具体的には、7 

広報出版事業(7)で報告のとおりである。 

(3) 関連調査等 

令和元年 10 月の消費税率 10％への引き上げについて、施設経営における影響を把握するための調

査や年度毎の老健施設の経営実態を把握するため、事業所の収支や利用者の状況等のデータを収集し

た。また、令和 3 年度介護報酬改定で所定疾患施設療養費の対象疾患の追加を求めるために、老健施

設における疾患（蜂窩織炎）に対応に関する調査や令和 3 年度介護報酬改定で創設された科学的介護

情報システム（LIFE）について各施設における導入の意向を把握するための WEB 調査を実施した。 

なお、関連調査の具体的な内容については、6 調査研究事業(4)(5)(6)(7)(8)において報告のとおりで

ある。 

(4) 介護老人保健施設のあり方に関する各種要望等 

老健施設を取り巻く課題について整理を行い、老健施設の現状に関するデータを多角的に収集・分

析し、社会保障審議会介護給付費分科会等における提言を行った。 

さらに、当協会の要望事項について広く国政に反映させるため、全国老人保健施設連盟の協力も得

て各種活動を展開した。 

 

5 認定資格制度事業 

(1) 認知症ケア研修事業 

3 教育事業(9) 認知症ケア研修事業において報告したとおりである。 

(2) リスクマネジャー資格認定事業 

老健施設において発生するリスクを包括して把握し対応するリスクマネジャーを養成する目的で、

資格を認定する「リスクマネジャー資格認定試験」の実施及び受験資格の取得に向けた「リスクマネジ

ャー養成講座」をオンライン形式により開催した。また、リスクマネジャー資格が 5 年毎の更新制の

ため、資格更新試験（オンライン形式による試験とレポート提出等）を実施した。さらに、資格認定

試験及び資格更新試験の受験者を対象に、試験に先立ちオンライン形式による模擬試験も実施した。 

① リスクマネジャー資格認定試験 

開催地 実施期間 方法 受講者数 

東京都 令和 2 年 7 月 3 日（金）～31 日（金） オンライン 189 名 

② リスクマネジャー資格更新試験 

実施期間 方法 受講者数 

更新試験 令和 2 年 7 月 3 日（金）～31 日（金） オンライン 191 名 

③ リスクマネジャー養成講座 

実施期間 方法 受講者数 

Ⅰ期 令和 2 年 12 月 7 日（月）～25 日（金） 
オンライン 481 名 

Ⅱ期 令和 3 年 2 月 1 日（月）～19 日（金） 
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(3) 生活行為向上リハビリテーション研修事業 

3 教育事業(13) 生活行為向上リハビリテーション研修事業において報告したとおりである。 

(4) 管理医師総合診療研修事業 

3 教育事業(8)管理医師総合診療研修事業において報告したとおりである。 

 

6 調査研究事業 

（1）介護保険制度と老健施設のあり方に関する調査研究事業 

令和 2 年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分）を受け、研究班を設置し、以

下の事業を実施した。 

①介護老人保健施設における薬物治療の考え方に関する調査研究事業 

老健施設における薬剤の決定プロセス等を明らかにし、利用者に対する最も有効かつ安全で経済

的な医薬品の使用方針を策定するうえでの基礎資料とするための調査を実施した。 

②介護老人保健施設等における業務改善に関する調査研究事業 

介護助手の中でも特に 60 歳以上の介護助手に着目し、老健施設における高年齢介護助手の導入状

況や実施業務等の実態把握を行い、多職種連携・業務分担等による業務改善に資する取り組みの提

案を目指して実施した。 

③介護老人保健施設と医療機関等との情報共有に関する調査研究事業 

新型コロナウイルス感染症のクラスター発生施設で DMAT 等が使用しているシステムを試行的

に導入し、老健施設においても同様の情報共有が可能か検証するとともに、新型コロナウイルス感

染症の感染拡大期における情報共有の課題等を整理することを目的として事業を実施した。 

（2）業務マニュアル等の見直し 

電子媒体による業務マニュアル『より良きケアを提供するための老健施設ハンドブック』の更新につ

いて検討した。 

（3）介護老人保健施設における感染症に関する状況調査 

経年調査として実施してきたインフルエンザ様疾患調査の内容を見直し、令和 2 年 10 月現在の正会

員施設を対象に、令和 2 年 10 月 1 日～令和 3 年 5 月 31 日における、入所者・通所者・職員の、イン

フルエンザ、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）、ノロウイルスの発生状況に関するアンケート

調査を実施した。 

（4）2020 年介護老人保健施設の現状と地域特性等に関する調査 

2004 年度からデータを蓄積している会計年度ごとの収支状況について、2019 年度収支データを収集

するとともに、施設特性や地域特性等の現場に基づくデータを収集する目的で、2020 年 10 月末現在の

正会員施設を対象に悉皆調査を実施した。 

（5）科学的介護情報システム（LIFE）導入意向調査（WEB 調査） 

老健施設における、LIFE への対応状況や今後の意向・課題等を把握するため正会員施設を対象に悉

皆調査を実施した。 

（6）介護老人保健施設における消費税率引上げの影響に関する調査 

令和元年 10 月の消費税率引上げが施設運営にどのような影響を及ぼしているかを把握し、今後の消

費税問題の検討の基礎資料とすることを目的に、調査対象施設を抽出し調査を実施した。 

（7）介護老人保健施設における新型コロナウイルス感染症の影響に関する調査 

新型コロナウイルス感染症の発生状況や対応、昨年度と比較した収支の状況を収集し、新型コロナ
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ウイルス感染症が施設運営にどのような影響を及ぼしているかを把握し、会員施設にフィードバック

することを目的に、正会員施設を対象に悉皆調査を実施した。 

（8）介護老人保健施設における疾患（蜂窩織炎）の対応状況に関する調査 

令和 3 年度介護報酬改定で所定疾患施設療養費の対象疾患の拡大を目的として、老健施設の入所者

に対する医療提供が適切に評価されるよう、正会員施設を対象に実態把握のための悉皆調査を実施し

た。 

（9）マスク等の衛生用品の備蓄状況把握のためのアンケート 

新型コロナウイルス感染症について、衛生用品の備蓄状況を把握し、国へ要望することを目的として、

正会員施設を対象に、マスク等の衛生用品の備蓄状況を把握するためのアンケート調査を実施した。 

（10）介護老人保健施設における人材確保に関する実態調査について 

外国人介護人材、ならびに有料職業紹介事業者について実態を把握することを目的に、2020年 12月末日

現在の会員施設を対象に悉皆調査を実施した。 

 

7 広報出版事業 

(1) 機関誌『老健』の刊行 

機関誌『老健』を 12 回定期刊行し、当協会会員施設をはじめ、厚生労働省、都道府県ならびに政令

指定都市介護保険担当主管課、関係諸団体、公立等図書館、リハビリ専門職養成校、主要マスコミ、

個人購読者等へ配付し、介護保険制度および老健施設に関連する情報を提供するとともに、当協会の

活動に関する広報活動を行った。(総発行部数 144,390 部) 

また、「みせる」「読ませる」「親しめる」「活用できる」をコンセプトに、2020 年 4 月号より誌面を

刷新した。 

各号の特集および主要企画等は以下のとおり。 

・2020 年 4 月号  認定リスクマネジャー最前線！災害現場に見る活躍 

・2020 年 5 月号  減薬して元気になった！ 

・2020 年 6 月号  こんな手もあった！地域貢献 

緊急特集 新型コロナウイルス、老健施設での感染回避のために 

・2020 年 7 月号  老健施設の過去、現在、そして未来！ 

・2020 年 8 月号  特集① 第 9 回定時社員総会を開催 

特集② 老健施設にとって備えとは 前編 

・2020 年 9 月号  老健施設にとって備えとは 後編 

・2020 年 10 月号 利用者と地域のニーズに応えて 施設経営を支える支援相談員 

・2020 年 11 月号 新型コロナ発生で何が起こる？何が役立つ？収束させる方法とは？ 

・2020 年 12 月号 新型コロナウイルスと老健施設のメンタルヘルス 現場スタッフのココロを守る

ために 

・2021 年 1 月号  新春対談 コロナ禍における介護報酬改定 老健施設には地域の拠点機能を期待 

・2021 年 2 月号  新型コロナウイルスが老健施設のあり方、経営にどう影響するか 

・2021 年 3 月号  コロナ禍のいまこそ ICT の導入を 

 (2) ニュースペーパーの発行 

情報の周知を目的に、機関誌『老健』の刊行に先立って、主な掲載記事をデジタル配信する『老
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健』ニュースペーパーの配信を毎月 1 回行った。 

(3) メールマガジンの配信 

メールマガジン＜e-roken(イー・ローケン)＞を合計 57 回配信し、当協会ホームページ、会員専用ホ

ームページと連動して迅速な情報提供を行った。 

メールマガジンの配信状況は以下のとおり。 

・定期配信版＜e-roken (イー・ローケン)＞ 計 24 回配信（第 378 号～第 401 号） 

・速報版＜e-roken flash(イー・ローケン・フラッシュ)＞ 計 33 回配信 

(4) インターネット、ホームページ等を活用した広報活動 

当協会ホームページ上に老健施設や当協会活動、会員施設に関する最新情報を随時掲載し、一般国

民に向けた広報を行った。また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、ホームページに「新

型コロナウイルス感染症関連」特設ページを開設し、情報提供を行った。 

(5) 全老健 FAX ニュースの配信 

新型コロナウイルス感染症や審議会等の即時情報発信として「全老健 FAX ニュース」を配信した。

合計 25 回（Vol.39～Vol.63）配信し、当協会ホームページ、会員専用ホームページと連動して迅速な

情報提供を行った。 

(6) LINE によるメッセージの配信 

メッセージを 65 回配信し、当協会ホームページ、会員専用ホームページと連動して迅速な情報提供

を行った。 

(7) その他の出版物の刊行 

当協会の広報及び老健施設の運営、教育等に資する目的で、以下の出版物等を編集・発行した。 

・『介護老人保健施設 他科受診の手引き 令和 2 年 4 月版』（令和 2 年 6 月刊） 

・『令和 2 年版介護白書 －老健施設の立場から－』（令和 2 年 11 月刊） 

・『全老健版 令和 3 年度介護報酬改定資料集Ⅰ』（令和 3 年 2 月刊） 

また、「協会の概要」を一部改訂し、ホームページで公開した。 

(8) 機関誌リニューアル、広報デジタル化に関するアンケートの実施 

より役立つ情報発信を目指し、正会員施設職員を対象に「機関誌『老健』リニューアル アンケートにつ

いて」「広報のデジタル化に向けたアンケートについて」を実施した。 

(9) 全老健イメージキャラクター 

老健施設を広く周知するためのイメージキャラクター「ROKEN くん」の商標を登録した。さら

に、関連グッズとしてピンバッジを作製し、役員、支部長、代議員に配布した。 

 

8 ICT 関連事業 

当協会ホームページならびに会員専用ホームページ上に、新型コロナウイルス感染症関連資料、社会

保障審議会（厚生労働省）等資料・レポートを掲載した。当協会ホームページでは引き続き求人情報サ

イト、施設紹介サイト及び介護法令等の検索ページを運営した。また LINE 公式アカウントでは、ホー

ムページの情報のほか、老健施設スタッフメンタルヘルスサポートの「コロナ・ココロの相談」窓口の

案内や機関誌『老健』の発刊情報を配信した。 

なお、上記を含め ICT 関連事業については、7 広報出版事業(2)(3)(4)(6)において報告したとおりであ

る。 
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9 老健施設人材確保・育成対策事業 

(1) 2020 年度介護老人保健施設人材マネジメント塾 

老健施設の役職員を対象に、求人・離職対策、スタッフの育成方法等を学ぶことを目的として WEB にて開

催した。テーマは「働き方改革関連法等に関する情報提供」とし、2021 年 3 月 23 日より会員専用ホームペー

ジ上で無料公開した。 

(2) 介護老人保健施設における人材確保に関する実態調査について 

6 調査研究事業(10)において報告のとおりである。 

(3) 国が開催する会議等への参画について 

介護分野における職業紹介事業に関する協議会、医療従事者の需給に関する検討会、国際医療・福祉専

門家受入れ支援懇談会等、国が行う人材に関する会議に参画した。また公益社団法人日本介護福祉士会、

公益社団法人介護福祉士養成施設協会、一般社団法人認定介護福祉士認証・認定機構など、人材に関連

する団体に理事や委員として参画した。 

 (4) 介護老人保健施設求人情報サイト 

引き続き、会員施設が無料で求人活動できるよう「求人情報サイト」の運営を行った。 

(5) 新型コロナウイルス感染症に対応する介護施設等の職員のためのこころの相談事業 

厚生労働省の補助金を受けて、新型コロナウイルス感染症に対応する介護従事者等のためのメンタルヘル

ス相談支援窓口を敷設し、サポート体制を構築した。 

 

10 安全推進事業 

毎年実施している安全推進月間（4 月・10 月）を実施した。令和 2 年度は「働いたら、休む、それ

がメリハリのある職場」をテーマに、募集した標語をもとに、老健施設における事故防止等の周知・

啓発を行うための安全推進月間ポスターを作成し会員施設に配布した。なお、「介護老人保健施設安

全推進セミナー」は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、開催を中止した。 

 

11  災害対策事業 

「全老健災害相互支援プロジェクト DMSP（Disaster Mutual Support Project for ROKEN）」の

運営手順等の検討や全老健と支部との情報共有のシステムとして LINE WORKS等の運用を開始した。 

 

12 常設委員会事業 

(1) 総務・企画委員会 

令和元年度事業報告案・決算報告案、令和 2 年度事業計画の一部変更案・収支補正予算案、令和

2 年度事業計画案・収支予算案について検討した他、定款及び諸規程の見直し等を行った。 

また、企画部会を設置し、正副会長会及び常務理事会の要請に応じて出席のうえ、新規事業等に

ついて意見交換を行った。 

（2) 管理運営委員会 

管理運営委員会に 2つの部会を設置し、以下の事業を行った。 

① 安全推進部会 

コロナ禍の状況をふまえ、優先順位の高い研修をオンライン形式で開催することとした。具体的には、5 

認定資格制度事業(2) において報告のとおりである。 

② 在宅支援推進部会 
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令和 3 年度介護報酬改定の内容を踏まえ、『介護老人保健施設 新在宅支援推進マニュアル』等の改訂

の必要性について、意見交換をおこなった。 

（3）研修委員会 

コロナ禍の状況をふまえ「3 教育事業」に掲げた各種研修会の実施可能性等について検討し、優先順

位の高いものからオンライン形式で開催することとした。詳細については、「3 教育事業」において報

告のとおりである。 

また、研修委員会に大会推進部会を設置し、全国大会の開催可否や大会開催規程の見直し等を行った。 

（4）学術委員会 

会員施設の協力を得て、「6 調査研究事業」の（1）介護保険制度と老健施設のあり方、老健施設の

運営に関する調査研究事業 ならびに（3）介護老人保健施設における感染症に関する状況調査を実施

した。 

また、学術委員会にケアマネジメント部会を設置し、令和 3 年度介護報酬改定における R4 システ

ムの対応と普及啓発等について検討した。 

（5) 社会保障制度委員会 

社会保障制度における課題や今後の介護老人保健施設のあり方等について検討するため、社会保障

制度委員会に 2 つの部会を設置し、以下の活動を行った。 

① 介護報酬部会 

4 制度対策事業に資するため、各種調査の実施、調査データ分析等を行ったほか、介護保険関連

情報の提供等について随時検討を行った。 

具体的には、4 制度対策事業、6 調査研究事業(4)(5)(6)(7)(8)、7 広報出版事業(1)(2)(3)(4)(5)(6)に

おいて報告したとおりである。 

② 消費税対策部会 

老健施設における消費税の取り扱い及び税制改正等について検討を行ったほか、各種調査の実施、

調査データ分析等を行った。 

(6) 名誉・倫理諮問会議 

厚生労働大臣表彰被表彰者の推薦、全国老人保健施設協会表彰及び安全優良職長厚生労働大臣顕彰の

審査を行った他、全国老人保健施設協会表彰規程及び表彰規程実施細則について検討し見直しを行った。 

(7) 学術倫理委員会 

当協会が行う臨床研究・疫学研究等申請があった研究について審査を行った。 

(8) 広報情報委員会 

機関誌『老健』刊行、インターネット、ホームページ、LINE 公式アカウント、FAX 等を活用した

広報・情報提供を行った。具体的には、7 広報出版事業において報告したとおりである。 

(9) 人材対策委員会 

働き方改革による新制度に関する情報提供を「人材マネジメント塾」として行った。また国等が実施

する介護人材等の育成・確保に関する事業並びに外国人介護人材に関する事業に協力した。具体的に

は、9 老健施設人材確保・育成対策事業において報告したとおりである。 

さらに人材対策部会を設置し、委員会と一体となって人材の育成・確保等について検討した。 

 

13 高齢者ケア懇話会 

老健施設が国民に正しく理解され、また地域の社会資源として適切に利用されるため、広く学識経験
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者・記者等の参集を求め、老健施設及び当協会の活動についての意見を頂戴し、これを当協会の活動に

生かすことを目的として、記者及び有識者等との懇話会の開催を検討した。 

 

14 正会員の加入動向 

令和 2 年度末における正会員数は 3,577 名である。なお、当協会設立時より今年度末までの年間加入

数及び各年度末正会員数は次表のとおりである。 

 年度中入会正会員数 年度中退会等正会員数 年度末正会員数 

平成 1 年度   １７６名 

平成 2 年度 １４４名  ３２０名 

平成 3 年度 １４３名  ４６３名 

平成 4 年度 １５２名  ６１５名 

平成 5 年度 １７５名  ７９０名 

平成 6 年度 １９３名  ９８３名 

平成 7 年度 ２０８名  １，１９１名 

平成 8 年度 ３２２名  １，５１３名 

平成 9 年度 ２８９名  １，８０２名 

平成 10 年度 ３３３名 ３名 ２，１３２名 

平成 11 年度 ２３７名 ２名 ２，３６７名 

平成 12 年度 ２２７名 ３名 ２，５９１名 

平成 13 年度 １０６名 １名 ２，６９６名 

平成 14 年度 ９７名 ３名 ２，７９０名 

平成 15 年度 １１９名 ２名 ２，９０７名 

平成 16 年度 １１７名 ５名 ３，０１９名 

平成 17 年度 １３７名 ３名 ３，１５３名 

平成 18 年度 ９１名 ５名 ３，２３９名 

平成 19 年度 ５９名 １１名 ３，２８７名 

平成 20 年度 ４７名 １３名 ３，３２１名 

平成 21 年度 ４３名 ４名 ３，３６０名 

平成 22 年度 ３８名 ７名 ３，３９１名 

平成 23 年度 ５１名 ６名 ３，４３６名 

平成 24 年度 ７２名 １０名 ３，４９８名 

平成 25 年度 ３１名 １５名 ３，５１４名 

平成 26 年度 ５０名 ９名 ３，５５５名 

平成 27 年度 ４４名 １４名 ３，５８５名 

平成 28 年度 ３０名 ２２名 ３，５９３名 

平成 29 年度 ３４名 ２０名 ３，６０７名 

平成 30 年度 ３６名 ２９名 ３，６１４名 

令和元年度 １０名 ３６名 ３，５８８名 

令和 2 年度 １４名 ２５名 ３，５７７名 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 


